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御紹介いただきました情報通信国際戦略局長の小笠原で

ございます。

本日は、日本ITU協会の有冨理事長を始め、我が国情報

通信分野の標準化、国際協力、あるいは様々な海外ビジネ

ス展開に御活躍の皆様が、たくさんお揃いでございます。日

ごろからの御協力に感謝申し上げるとともに、今後ともよろ

しくお願い申し上げます。

今年の7月6日に、私が今、所属しております情報通信国

際戦略局、英語で申しますとGlobal ICT Strategy Bureauが

総務省に設置されました。日本の政府におきまして「戦略」

という名前のついた局は、明治以来初めてではないかと思い

ます。御あいさつで名刺を差し上げるたびに話題になり、そ

れだけで5分ぐらい話が持つという状況です。

本日は、この情報通信国際戦略局について簡単に御紹介

させていただきたいと思います。

はじめに

この局は全体で190名ぐらいの組織でございます。図1にあ

りますように、国際戦略を担当するセクション（国際政策

課、国際経済課、国際協力課）と技術戦略を担当するセク

ション（技術政策課、通信規格課、宇宙通信政策課）、そし

て総合戦略を担当するセクション（情報通信政策課）から

成り立っています。情報通信政策課には、総合政策担当、

国際競争力担当、融合法制担当、予算・税制総括等があり

ます。

なぜこのような局を設置したのかといいますと、世界にお

ける日本の立ち位置をもっと高めたいからです。図2の左側

にありますように、1990年代前半の日本の1人当たりのGDP

は世界2位でしたが、現在は20位です。上位20位までの国の

主な産業基盤を見てみますと、最近は図2の右側にあります

ように金融、天然資源、そしてICTとなっています。日本は

当然天然資源に乏しいので、ICTが期待される成長分野では

ないかと考えられます。

情報通信国際戦略局の組織と設置の背景

情報通信国際戦略局の設置について
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図1．情報通信国際戦略局の組織
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図3の左側は、ICT関連産業の日本の成長に対する寄与を

示していますが、最近はICT関連の産業が実質GDP成長率

の約4割に貢献するなど、ICTはまさに日本の成長エンジンと

なり得るものです。

他方、図3の右側、日本の国としての競争力はといいます

と、最近低迷しています。これは世界経済フォーラム（WEF）

が発表した順位ですが、日本は19位です。これらから、将来

に向けて皆様方が属されている産業の国際競争力、ひいては

我が国の成長力が懸念されるのであります。

一例として携帯電話端末に関して申し上げますと、日本

企業全体でもノキア1社分に及ばない。あるいはお隣韓国の

サムスン1社と大体同じぐらいの売上げ規模ということです。

日本の1人当たりＧＤＰの推移 

・最近の世界の成長分野は、資源、金融、ＩＣＴ。 
・1人当たりＧＤＰ上位２０か国中、日本のみ２年連続マイナス成長。 
・資源を有しない日本は、ＩＣＴが主要な成長分野の一つ。 

世界の成長分野は資源、金融、ＩＣＴ 

1人当たりＧＤＰの国際比較（上位２０か国） 

（出典）国際比較統計（国際貿易投資研究所）。 
「産業の柱」は経済財政諮問会議・経産省提出資料（2008年1月17日）に加筆。 

位 順 名 国 1人当たり 
ＧＤＰ（ドル） 

04-05年 
伸び率（％） 

05-06年 
伸び率（％） 産業の柱 

1 ルクセンブルグ 92,049
71,999ノルウェー 2 資源 

資源 

資源 
資源 

64,193カタール 3
54,503アイスランド 4 金融・ＩＣＴ 

金融・ＩＣＴ 52,014スイス 5
ＩＣＴ 

ＩＣＴ 

51,920アイルランド 6
50,857デンマーク 7
43,570米国 8 金融・ＩＣＴ 

金融・ＩＣＴ 

43,291スウェーデン 9
40,924オランダ 01 金融・資源 

金融・資源 

ＩＣＴ 
金融 

39,790フィンランド 11
39,637英国 21
38,948カナダ 31
38,851オーストリア 41
38,136ベルギー 51
36,813オーストラリア 61
36,741クウェート 71

製造業 
製造業 
製造業 

36,654フランス 81
35,251ドイツ 91
34,125日本 02

金融 

金融 
金融 

出典：IMF
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図2．ICTと国際競争力

実質ＧＤＰ変動に対する寄与率 

（出典）平成20年版情報通信白書 
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ＩＣＴ産業全体の国際競争力強化が課題 

主要国のＩＣＴランキングの推移（２００１－２００７年） 
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図3．経済成長とICTの関連性



これがすべてを表しているというわけではございませんけれど

も、我々はもっと元気を出さなければいけない状況ではない

かと思います。

私ども情報通信国際戦略局のミッションですが、様々な

情報通信国際戦略局のミッション

分野を局の所掌として持っておりまして、第一には図4の①

に書きましたように、ICT分野における新たな政策ビジョン

を提示することです。それを踏まえて②様々な企業の海外展

開への御支援ですとか、③通信放送の融合連携に対応した

法体系の検討、あるいは④様々な予算、税制等の政策ツー

ルを有効に活用して情報通信分野の発展に貢献するという

ことです。
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①　新たなICTビジョンの提示 

⇒ICTによる経済・社会の活性化や経済成長力強化のための総合的な戦略の策定・推進 

②　民間ニーズを踏まえ 
たICT国際戦略等の推進 

⇒総合戦略に基づき、民間ニー 
ズを踏まえた国際展開支援、 
標準化・技術戦略の有機的な 
連携 

③ 通信と放送の融合・ 
連携への対応：通信・ 
放送の総合的な法体系の 
検討 

⇒新ビジネス創出、イノベーショ 
ンの促進による経済牽引 

④ 効果的・戦略的な 
ＩＣＴ関連予算・税制 
ツールの活用 

⇒総合戦略に基づき、選択と集 
中・重点化による政策目的の 
実現 

少子高齢化・グローバル化に伴う様々な問題に直面している課題先進国として、世界に先駆け、ICT
を利用して問題の解決を図るべく、以下の取組を推進。 

我が国産業の国際競争力の強化、成長力の強化、安全・安心の確保 

図4．情報通信国際戦略局の主な課題

通信・放送の 通信・放送の 
融合・連携の進展 融合・連携の進展 

ICT市場の ICT市場の 
グローバル化の進展 グローバル化の進展 

ＩＣＴ総合戦略の策定 
（従来の組織の枠を越えた総合戦略の策定・推進） 

通信 
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グローバル競争を念頭に置いた 
技術開発力 
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の流通加速化 

ＩＣＴ利活用による 
地域・産業の活性化 

安心・安全な 
利用環境の整備 
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電気通信事業政策 

ＩＣＴの利活用の促進 

放送政策 

情報通信国際戦略局 

有機的連携 
による 
総合的ICT
戦略の推進 

総合政策 国際政策 

情報流通行政局 

郵政行政の推進 

技術政策 
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図5．総合的ICT戦略の推進



図5の下側に情報通信国際戦略局として、技術政策、総

合政策、国際政策という三つの箱がございます。ここが大き

な政策の柱を立て、他の分野、情報流通行政局は放送や、

ICT利活用の促進を、総合通信基盤局はいわゆる通信事業

あるいは電波の管理を行う。これらが有機的に連携し三位一

体となって、ICT分野の発展のために貢献してまいりましょ

うということでございます。

我が国は、昨年から人口減少社会に入っております。人

口というものは、基本的に国の経済の規模を大きな意味で規

定する要因ですので、こと国内に限っては、成長のチャンス

には厳しいものがあります（図6）。勿論高く望まなければい

けないのですが、大きな制約条件があるということです。

他方、図6には新興国と書いてありますけれども、我が国

の外では、マーケットの上でも、あるいは産業の競争という

面でもBRICs、ブラジル・ロシア・インド・中国等の台頭が

ございます。

3番目に、石油、その他レアメタルという鉱物資源、ある

いは食料を含めまして、資源が高騰しています。これにはも

ちろん投機的な要因もあるわけですが、今まで様々な事情で

低迷していた国が大きく成長することによって起きたもので

もあり、基本的にこの資源高は今後、長期にわたる、あるい

は構造的な要因として覚悟せざるを得ないと思います。

最近の石油高にも象徴されていますように、我が国から中

東、あるいは食料ではその他の国々へ大きな所得移転が行わ

れています。これを何らかの形で我が国へ取り戻さなければ

なりません。

これが日本を取り巻く大きな環境でございますが、こうい

った中で我が国の今後の成長力というものを考えると、ニア

リーイコールで、国際競争力と言っても差し支えないのでは

ないかと思います。

突然、北京五輪の話になりますが、ある雑誌に星野ジャパ

ンがなぜ敗れたかという記事がありました。それは、韓国が

2006年3月の第1回WBCで王ジャパンに敗れて以来、国際ル

ールに則ったボールを使い、国際ルールに則ったストライク

海外展開と国際戦略

現在の我が国を取り巻く情勢

ゾーンで試合をしてきたというのです。日本企業にも、最初

から海外展開を念頭においた取組が必要だというのがこの記

事の指摘です。

私どもの局の名前に戻りますけれども、「国際戦略」とい

う観点から、国内の法制度、国内の研究開発、あるいは標

準化に取り組むための組織であるということを、御理解いた

だきたいと思います。

残念な言葉として「ガラパゴス化」という言葉がございま

す。最近、「ガラパゴス」ではなくて「ウインブルドン化」を

目指すという言い方もされておりますが、私どもが国内の法

制度、あるいは研究開発を考える際、やはりオープンなシス

テム、オープンなマーケットを作るということが大切ではな

いかと思います。

これから私どもが法制度あるいは国内の研究開発を考えて

いく際には、日本の企業の方々が「世界に通用する」新しい

ビジネス、新しいサービスを日本で実証し、海外へ元気に展

開していかれるようにできる限りの応援をしたいと考えてい

ます。

これから我々は、いろいろなところで、ここにいらっしゃ

る皆様に御指導いただいたり御協力いただいたりしなければ

いけません。本当によろしくお願いしたいと思います。

御清聴誠にありがとうございました。（拍手）

（2008年9月25日第368回ITUクラブ講演より）
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人口減少社会 ○ 

新興国の台頭 ○ 

資源高、資源国への所得移転 ○ 

成長力≒国際競争力 ○ 
○ “Attractiveness”“Invest Japan”“Visit Japan” 

最初から、海外展開を念頭においた取組 ○ 

「国際戦略」の観点から、国内の法制度、研究開発・標準化も ○ 
ガラパゴス化？　ウィンブルドン化？ ○ 

オープンなシステム、オープンな市場 ○ 

世界最高水準のインフラ上で、「世界に通用する」新しいビジ ○ 
ネス、新しいサービスを実証 

図6．我が国を取り巻く情勢


